第１編　基 本 事 項
Ⅰ．概　　要

１．用語の定義等

本利用細則は、次に掲げる場合に使用します。

①国債関係事務についての日本銀行金融ネットワークシステム（以下「日銀ネット」といいます。）の利用金融機関等のうち入札参加者が日銀ネットを利用して国債の入札への応募等を行う場合
②国債関係事務についての日銀ネットの利用金融機関等のうち参加者募集取扱機関等または参加者取扱機関等が日銀ネットを利用して募集取扱発行または個人向け国債募集取扱発行にかかる応募金額の報告等を行う場合
③国債関係事務についての日銀ネットの利用金融機関等のうち払込者が日銀ネットを利用して新規記録事項等の通知等を行う場合
④払込金当座勘定引落先または代行払込先が日銀ネットを利用して払込金額の払込を行う場合
⑤国債関係事務についての日銀ネットの利用金融機関等のうち振決参加者が日銀ネットを利用して新規記録にかかる電文を受信する場合
本利用細則で使用する用語の定義については、「日本銀行金融ネットワークシステム利用基本規則」、「国債関係事務についての日本銀行金融ネットワークシステムの利用に関する規則」、本利用細則以外の「日本銀行金融ネットワークシステム利用細則」（以下「利用細則」といいます。）その他日本銀行が定めた規則等によるほか、次のとおりとします。

（１）発行省令

「国債の発行等に関する省令」（昭和５７年大蔵省令第３０号）をいいます。

（２）政府資金調達規則

「政府資金調達事務取扱規則」（平成１１年大蔵省令第６号）をいいます。

（３）個人向け国債発行省令

「個人向け国債の発行等に関する省令」（平成１４年財務省令第６８号）をいいます。

（４）日銀国債規程

「日本銀行国債事務取扱規程」（大正１１年大蔵省令第３２号）をいいます。

（５）入札発行

入札の方法による国債の発行をいいます。

（６）価格競争

入札発行のうち、価格競争入札（価格を競争に付して行われる入札をいいます。以下同じです。）を行うもの（同時に非競争入札（発行価格を同時に行われる価格競争入札にもとづき所定の方法により定めて行われる入札をいい、国債市場特別参加者を対象とするものを除きます。以下同じです。）または特別参加者第Ⅰ非価格競争入札（国債市場特別参加者を対象とし、発行価格を同時に行われる価格競争入札にもとづき所定の方法により定め、財務大臣が国債市場特別参加者ごとに応募限度額を定めて行われる入札をいいます。以下「特別参加者第Ⅰ非競争入札」といいます。）のいずれかまたは両方を行うものを除きます。）をいいます。

（７）利回競争

入札発行のうち、利回競争入札（利回を競争に付して行われる入札をいいます。以下同じです。）を行うものをいいます。

（８）価格競争および非競争

入札発行のうち、価格競争入札と非競争入札とを同時に行うもの（同時に特別参加者第Ⅰ非競争入札を行うものを除きます。）をいいます。

（９）価格競争および特別参加者第Ⅰ非競争

入札発行のうち、価格競争入札と特別参加者第Ⅰ非競争入札とを同時に行うもの（同時に非競争入札を行うものを除きます。）をいいます。

（１０）価格競争、非競争および特別参加者第Ⅰ非競争

入札発行のうち、価格競争入札と非競争入札と特別参加者第Ⅰ非競争入札とを同時に行うものをいいます。

（１１）特別参加者第Ⅱ非競争

入札発行のうち、特別参加者第Ⅱ非価格競争入札（国債市場特別参加者を対象とし、価格競争入札または利回競争入札の募入を決定した後に、発行価格をその価格競争入札または利回競争入札にもとづき所定の方法により定め、財務大臣が国債市場特別参加者ごとに応募限度額を定めて行われる入札をいいます。以下「特別参加者第Ⅱ非競争入札」といいます。）を行うものをいいます。

（１２）特別参加者流動性供給・利回格差競争

入札発行のうち、特別参加者流動性供給・利回格差競争入札（国債市場特別参加者を対象とし、既発行の利付国債（変動利付国債、個人向け国債および物価連動国債を除きます。）と同一の銘柄について利回格差を競争に付して行われる入札をいいます。以下同じです。）を行うものをいいます。

（１３）利回格差

特別参加者流動性供給・利回格差競争入札において、入札の基準として財務大臣が銘柄ごとに定める利回（以下「基準利回」といいます。）に応募した者が加算する数値をいいます。

（１４）競争入札

価格競争入札、利回競争入札および特別参加者流動性供給・利回格差競争入札をいいます。

（１５）入札参加者

発行省令第５条第１項または政府資金調達規則第５条第１項に規定する入札参加者をいいます。
（１６）国債市場特別参加者

入札参加者のうち、発行省令第５条第２項または政府資金調達規則第５条第２項に規定する国債市場特別参加者をいいます。
（１７）オンライン入札参加者店舗

入札参加者が、日銀ネットを利用して国債の入札への応募等を行う店舗としてあらかじめ日本銀行に届出た店舗をいいます。

（１８）オンライン応募

入札参加者が日銀ネットを利用して行う国債の入札への応募をいいます。

（１９）入札送信番号

「入札要項」（業務処理区分コード721101）の端末操作手順において、送信区分を「通常」としてオンライン応募の電文を送信するごとに、そのオンライン応募の電文を特定するために付される番号をいいます。入札送信番号は、「国債入札要項受信済通知」により通知され、送信済のオンライン応募の電文の訂正または取消を行う場合に用います。

（２０）発行通番

一の「国債入札実施要項通知」により通知される国債の入札ごとに、その入札を特定するために付される３桁の番号をいいます。発行通番は、「国債入札実施要項通知」、「国債入札要項受信済通知」、「国債入札募入決定通知」および「国債入札募入決定通知（流動性供給）」に、国債の種類および発行方法の別に応じて次のとおり表示されます。
イ、クライメート・トランジション利付国庫債券以外の場合

①　価格競争、利回競争、価格競争および非競争、価格競争および特別参加者第Ⅰ非競争または価格競争、非競争および特別参加者第Ⅰ非競争のとき
国庫短期証券の入札のとき

００１～１９９までのいずれかの発行通番

利付国債の入札のとき

２００～２９９までのいずれかの発行通番

②　特別参加者流動性供給・利回格差競争のとき
３００～３９９までのいずれかの発行通番

③　特別参加者第Ⅱ非競争のとき
５００～５９９までのいずれかの発行通番
ロ、クライメート・トランジション利付国庫債券の場合
６００～６９９までのいずれかの発行通番
（２１）募集取扱発行

発行省令第６条第１項に規定する募集取扱機関による募集の取扱いの方法による国債の発行をいいます。

（２２）個人向け国債募集取扱発行

個人向け国債発行省令第４条第１項に規定する取扱機関による募集の取扱いの方法による個人向け国債の発行をいいます。

（２３）参加者募集取扱機関等

「国債の募集取扱発行の事務取扱いに関する細則」に規定する参加者募集取扱機関等をいいます。

（２４）参加者取扱機関等

「個人向け国債の事務取扱いに関する細則」に規定する参加者取扱機関等をいいます。

（２５）オンライン取扱機関

国債関係事務についての日銀ネットの利用金融機関等のうち、募集取扱発行においては参加者募集取扱機関等である者を、個人向け国債募集取扱発行においては参加者取扱機関等である者をいいます。

（２６）オンライン取扱機関店舗

オンライン取扱機関が、日銀ネットを利用して募集取扱発行または個人向け国債募集取扱発行にかかる応募金額の報告を行う店舗としてあらかじめ日本銀行に届出た店舗をいいます。

なお、入札参加者であるオンライン取扱機関においては、オンライン入札参加者店舗と別の店舗をオンライン取扱機関店舗として届出ることはできません。

（２７）オンライン応募金額報告

オンライン取扱機関が日銀ネットを利用して行う募集取扱発行または個人向け国債募集取扱発行にかかる応募金額の報告をいいます。

（２８）発行払込

払込金額の当座勘定からの引落および国債の新規記録（同時担保差入が行われた場合には、その担保受入およびこれにかかる振替を含みます。）をいいます。

（２９）払込金額

払込者が、国債の発行を受けるために、日本銀行に払込むべき金額をいいます。
発行日が初期利子支払期日の６か月前応当日の翌日以後である利付国債（個人向け国債を除きます。）にあっては、応募払込代金に経過利子を加えた金額が該当し、それ以外の国債にあっては、応募払込代金の金額が該当します。
（３０）応募払込代金

入札発行については日銀国債規程第１１条に規定する応募払込金、募集取扱発行については発行省令第６条に規定する払込金、個人向け国債募集取扱発行については個人向け国債発行省令第４条に規定する払込金をいいます。詳しくは、巻末の［参考］に掲載する計算式を参照してください。
（３１）経過利子

発行省令第８条第３項または「物価連動国債の取扱いに関する省令」第５条第２項に規定する金額をいいます。詳しくは、巻末の[参考] に掲載する計算式を参照してください。
（３２）払込者

日銀国債規程第１１条に規定する応募者、発行省令第６条に規定する募集取扱機関、個人向け国債発行省令第４条に規定する取扱機関または、日本銀行の承認を受けて、これらの者から発行払込の事務につき委託を受けている者（以下「払込受託者」といいます。また、払込受託者にこれらの事務の委託をしている者を以下「払込委託者」といいます。）をいいます。ただし、払込委託者は払込者に含みません。

なお、払込者が払込受託者である場合には、（２９）から（３１）までの金額は、払込受託者分と払込委託者分との合計額とします。
（３３）オンライン払込者

国債関係事務についての日銀ネットの利用金融機関等のうち払込者である者をいいます。

（３４）オンライン払込者店舗

オンライン払込者が、日銀ネットを利用して、新規記録事項等の通知を行う店舗としてあらかじめ日本銀行に届出た店舗をいいます。

ただし、オンライン払込者店舗は、オンライン入札参加者店舗、オンライン取扱機関店舗、払込金当座勘定引落先のうちいずれかと同一の店舗とします。

（３５）取引金融機関等

日本銀行と当座勘定取引のある金融機関等をいいます。

（３６）非取引金融機関等

日本銀行と当座勘定取引のない金融機関等をいいます。

（３７）払込金当座勘定引落先

オンライン払込者のうち取引金融機関等が、自己または払込委託者の払込金額の引落を受けるため、日本銀行と当座勘定取引のある店舗としてあらかじめ届出た店舗をいいます。

ただし、払込金当座勘定引落先は、オンライン入札参加者店舗またはオンライン取扱機関店舗が日本銀行と当座勘定取引のあるときはその店舗、オンライン入札参加者店舗またはオンライン取扱機関店舗が日本銀行と当座勘定取引のないときは当該店舗と同一の日本銀行本支店管内に所在し当座勘定取引についての利用先となっている店舗とします。

（３８）代行払込規則

「国債にかかる払込金の代行払込に関する規則」をいいます。
（３９）代行払込規則（オンライン払込者以外の払込者分）
「国債にかかる払込金（日本銀行金融ネットワークシステムの利用金融機関等以外の払込者分）の代行払込に関する規則」をいいます。
（４０）代行払込先

代行払込規則または代行払込規則（オンライン払込者以外の払込者分）に規定する代行払込先をいいます。

（４１）代金払込方法

払込者が日本銀行に払込金額を払込む方法をいいます。

（４２）自行払込

代金払込方法のうち、「当座勘定取引についての日本銀行金融ネットワークシステムの利用に関する規則」（以下「当座勘定特則」といいます。）第２条の４にもとづく払込者名義の当座勘定の引落によるものをいいます。

（４３）代行払込

代金払込方法のうち、代行払込規則または代行払込規則（オンライン払込者以外の払込者分）にもとづく代行払込先名義の当座勘定の引落によるものをいいます。
（４４）小切手による払込

代金払込方法のうち、日本銀行本支店あての小切手にもとづく小切手の振出人の当座勘定の引落によるものをいいます。

（４５）新規記録事項等の通知

「日本銀行国債振替決済業務規程」（以下「振決規程」といいます。）第２９条第１項に規定する通知（払込金額の代金払込方法の通知を含みます。）をいいます。

（４６）オンライン新規記録等
オンライン払込者が日銀ネットを利用して行う新規記録事項等の通知をいいます。

（４７）新規記録

振決規程第３０条の規定による振替口座簿の参加者口座における増額の記載または記録をいいます。

（４８）同時担保差入

オンライン払込者が、日本銀行に対し、振決国債の新規記録と同時に、当該振決国債を担保として差入れることを申出るとともに、その担保の差入にかかる当該振決国債の振替の申請を行うことをいいます。

（４９）銘柄

国債の名称および記号による別をいいます。ただし、分離国債については、振決規程第２条第１４号ただし書に規定する事項をいいます。
（５０）振決国債

振決規程第２条第２号に規定する振決国債をいいます。

（５１）利付国債

定期的に利子が支払われる振決国債をいいます。

（５２）割引国債

割引の方法により発行される振決国債（国庫短期証券のうち、その銘柄の価格競争入札における募入最低価格（額面金額１００円当り）が１００円以上であるものを含みます。）をいいます。

（５３）分離国債

分離元本振決国債（振決規程第２条第１８号に規定する分離元本振決国債をいいます。以下同じです。）および分離利息振決国債（振決規程第２条第１９号に規定する分離利息振決国債をいいます。以下同じです。）をいいます。

（５４）変動利付国債

利付国債のうち償還期日までの利率が利子支払期により変動し得るものをいいます。

（５５）基準金利

利付国庫債券（変動・１５年）の利率の基準となる金利をいいます。

（５６）個人向け国債

個人向け国債発行省令第２条に規定する個人向け国債をいいます。

（５７）物価連動国債

「物価連動国債の取扱いに関する省令」（平成１６年財務省令第７号）第１条に規定する物価連動国債をいいます。

（５８）連動係数

物価連動国債の連動係数として財務省が公表する数値をいいます。
（５９）みなし割引率

租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第４１条の１２の２第６項第３号イまたはロに規定する償還金の額に乗じる率（国庫短期証券にあっては０．２％、分離国債にあっては２５％）をいいます。ただし、国庫短期証券のうち、その銘柄の価格競争入札における募入最低価格（額面金額１００円当り）が１００円以上であるものにあっては、ゼロ％とします。
２．入力時間帯
本利用細則に定める業務処理区分の電文を送信することができる時間帯は、次表に定めるとおりです。

	業務処理区分名
	業務処理
区分コード
	入力時間帯

	
	
	開始時刻
	締切時刻

	入札要項
	721101
	（注１）

	応募金額報告
	721201
	午前8:30（注２）
	午後9:00（注３）

	新規記録等（注４）
	721301
	
	午後9:00（注５）

	払込ＯＫサイン
	721302
	
	午後3:00（注６）

	代行払込ＯＫサイン
	721401
	
	

	新規記録等訂正入力画面呼出し
	721303
	
	午後9:00（注７）

	新規記録等訂正
	721304
	
	

	国債要項
	724101
	午前7:30（注８）
	午後10:00

	新規記録等明細
	724102
	
	


（注１）「国債入札実施要項通知」の受信後、同通知により指定された申込締切日時までの間に限り、送信を行うことが可能です。
（注２）延長日（日本銀行が、一般社団法人全国銀行資金決済ネットワークからの事前の依頼（当日の依頼を除きます。）にもとづき、為替決済にかかる決済開始時刻を午後４時１５分から６０分繰下げる月末日（年末日を除きます。）をいいます。当該依頼にもとづき同時刻を繰下げる場合には、事前にその旨を日本銀行ホームページの業務上の事務連絡に関するページに掲載します。以下２．において同じです。）においては、午前７時３０分となります。
（注３）ただし、応募金額報告締切日においては、募集取扱要項の通知に記載された締切時刻までの間に限り、送信を行うことが可能です。

（注４）送信が可能となる日時は、国債の発行方法等に応じ、原則として次のとおりです。ただし、これによりがたい場合には、別途、日本銀行から当該日時を連絡します。
①　入札発行
募入決定通知日の次表に掲げる時刻
	特別参加者流動性供給・利回格差競争以外の場合
	銘柄および発行日が同一である特別参加者第Ⅱ非競争入札および特別参加者第Ⅱ非競争入札以外の入札が行われるとき
	午後4:00

	
	上記以外のとき
	午後3:10

	特別参加者流動性供給・利回格差競争の場合
	午後2:40


②　募集取扱発行または個人向け国債募集取扱発行
発行日の２営業日前の日の午前８時３０分（延長日においては、午前７時３０分）
（注５）ただし、発行日の前営業日においては、午後５時（日本銀行から発行日の前営業日における「新規記録等」の入力締切時刻を変更する旨の連絡があった場合には、変更後の同時刻。（注７）およびⅣ．において同じです。）までに限り送信を行うことが可能です。やむを得ない事由により同時刻までに送信することができないと見込まれる場合には、直ちに日本銀行本店（業務局国債業務課国債業務グループ）に連絡し、その指示に従ってください。
（注６）やむを得ない事由により発行日の午後３時までに送信することができないと見込まれる場合には、直ちに日銀当座勘定取引店（日本銀行本店の場合には、業務局国債業務課国債業務グループ）に連絡し、その指示に従ってください。
（注７）発行日の前営業日の午後５時までの間は、「新規記録等訂正入力画面呼出し」および「新規記録等訂正」において「全項目訂正」を指定し、オンライン新規記録等の内容を訂正することができます。
発行日の前営業日の午後５時以後、発行日に「代行払込ＯＫサイン」が送信されるまでの間は、これらの業務処理区分において「代金払込方法訂正」を指定し、代金払込方法の「代行払込」から「小切手による払込」への変更のみを行うことができます。
（注８）延長日においては、午前６時３０分となります。
国債関係事務


利用細則


（共通事務）


第１編Ⅱ.１．参照








国債関係事務


利用細則


（共通事務）


第１編Ⅱ.１．参照








国債関係事務


利用細則


（共通事務）


第１編Ⅱ.１．参照











